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1925～29年生まれ354 361 343 253 144
1930～34年 229 276311 298 220
1935～39年 142 140200 234 216
1940～44年 90 87 93 150 173
1945～49年 98 90 91 105 157


















































































































































































































農家戸数 耕地面積 農家戸数 耕地面積
1904 5，417 5，295 5，3204，967
10 5，417 5，6535，266 5，114
15 5，451 5，859 5，278 5，176
25 5，549 6，067 5，377 5，281
35 5，611 6，059 5，410 5，100
41 5，499 5，868 5β13 4，951
50 6，176 5，091 5，9304β53
60 6，057 5，324 5，823 4，497
70 5，402 5，1565，236 4，266
80 4，661 4，706 4，542 3，737
90 3β35 4，361 3，739 3，330
2000 3，120 3，884 3，050 2，887
10 2，528 3，354 2，477 2，411
販売農家
1990 2，970 4，199 2，8843，168
2000 2，337 3，734 2，2742，739













































































































































































































1908 38．1 33．3 19．6 5．8　　　　　　　　2．4　　　　　　　　0．8
1925 35．9 34．7 21．7 5，6　　　　　　　　1．8　　　　　　　　0．4
1935 34．6 35．2 22．9 5．5　　　　　　　　　1．5　　　　　　　　　0．2
1950 24．2 17．4 32．9 22．1 3．0　　　　　　　　0．4　　　　　　　　0．0
1960 22．0 17．0 32．7 24．1 3，4　　　　　　　　0．6　　　　　　　　0．0
1990 23．9 17．8 28．0 20．9 6．0　　　　　　　　2．7　　　　　　　　0．7
2010 36．9 12．9 22．3 16．7 5．4　　　　　　　　3．5　　　　　　　　23
戸数減少率 （％）
2010／1960 28．8 67．7 71．0 70．6 33ユ　　　　　ー149．6　　　　－3745．6
1990／1960 30．2 33．0 45．0 44．3 一11．3　　　　　－190．4　　　　－1660．0



































































































販売農家 2000／1ggo21．2 13．5 7．7
2010／200030．2 17．9 123
2010／200517．0 9．3 7．7









































































総農家 1960～1980 760　　　　　　　　　　　1126　　　　　　　　　　　355 31．6 1．5～2ha
1980～2000 850　　　　　　　　　　　1173　　　　　　　　　　　323 27．6 2～3ha
2000～2010418　　　　　　　　　　　　591　　　　　　　　　　　173 29．2 3～5ha
販売農家 2000～2010489　　　　　　　　　　　　661　　　　　　　　　　　173 26．1 3～5ha
2005～2010230　　　　　　　　　　　　322　　　　　　　　　　　　91 28．4 4～5ha




































































































































































2005 6．5 19．0 27．6 15．3 14．0 82．6 53．1
2010 5．7 17．3 25．2 14．3 14．3 76．7 48．2
総農家
2005 6．2 6．0 17．9 26．0 14．4 13．2 83．6 56．1
2010 6．8 5．1 16．1 23．6 13．3 13．3 78．3 51．6
農業経営体＋自給的農家
2005 6．1 5．7 17．0 24．7 13．7 12．6 79．8 53．5




































































































































































































































農業経営体 組織経営体 販売農家 販売農家 販売農家
5～10ha 50．6 77．4 49．1 （5～10ha） 41．7 （5ha以上） 30．4
10～20ha 66．6 83．3 62．5 （10～15ha） 55．2
20～30ha 80．0 88．0 71．4 （15ha以上） 57．2
30～50ha 85．1 88．0 77．0
50～100ha85．4 86．7 76．5

























































































































































































































































































































































































販売農家 組織経営体 農業経営体 自給的農家
19953，970，051209，7024，179，753150，228
20003，734，288232，5773，966，865149，655
20053，446，770242，8893，693，026161，659
20103，191，376437，1583，631，585162，242
増減面積
1995－2000一235，763 22，875一212，888 一573
2000－2005一287，518 10，312一273，839 12，004
2005－2010一255，394194，269一61，441 583
注：組織経営体の1995年，2000年については農家以外の農業
　　事業体の数字をあてた
（24）　このことと関わって梶井［1976］が，「農地が農地でな
　　　くなるというような事態が生じないかぎり，農家が農家
　　　でなくなるというような事態も起きない」ということを
　　　指摘していたことにあらためて注目しておきたい。この
　　　指摘は，直接には戦前期日本農業の「不変性」について
　　　の横井のシェーマに関説したものであるが，高度経済成
　　　長期以降についても農地転用や耕作放棄で耕地が減少す
　　　る中で「農家が農家でなくなるという事態」が「農地が
　　　農地でなくなるという事態」に随伴して生じていたとい
　　　う点では「横井的シェーマ」があてはまった時代と共通
　　　する面を有していたということができよう。これに対し，
　　　2005～2010年の動向は，「農家が農家でなくなる事態」
　　　が「農地が農地でなくなる事態」を必ずしも随伴せずに
　　　生じるようになったことを示すものということができる
　　　が，この変化が農家と土地との関わりの質的変化をも意
　　　味するのかどうかについては，もう少し今後の事態の推
　　　移を見る必要があろう。
（25）筆者も1990センサスや1995年セソサスの分析から，農地
　　　の「受け手市場」化が進んだ中で農地の受け手の確保如
　　　何が貸借の拡大に向かうか耕作放棄に向かうかを左右す
　　　るキーファクターになっていることを指摘した（田畑
　　　［1994］，田畑［1997］）。
（26）　この点について1995年センサス分析で宇佐美が指摘して
　　　いる（宇佐美［1997］）。
（27）　このことはまた，TPPへの参加等日本農業をめぐる外部
　　　環境の如何によって今後の構造変動もまた大きく左右さ
　　　れることを示している。
（28）　この点は全国各地の集落営農や大規模経営についての調
　　　査を通じて田代等が指摘しているところであり（田代
　　　［2011］），同様のことは地域で規模拡大を図り第一線で
　　　活躍している農業経営者からも指摘されている（例えば
　　　福原・藤井［2012］，松本・田口［2012］等参照）。
（29）秋山［2012］参照。川崎［2009］も，米生産費調査の個
　　　票データ（1995～2006年産）を用いた分析から，規模拡
　　　大に伴う耕地分散の相殺効果が排除できれば，16haで
　　　も規模の経済性は消滅しないことを明らかにしている。
（30）なお，このように20～30haや30～50　ha等の大規模経営
　　　に到達したとしても，それで安定した収益条件が確保で
　　　きるかどうかは別の問題である。近年の米価の下落等で
　　　大規模水田作の収益条件が悪化していること，それ故に
　　　販売力強化や加工部門の導入等でそれをカバーしようと
　　　している経営が多くなっていることも周知のところであ
　　　る。またもし日本がTPPに参加したような場合にその
　　　打撃を強く受けるのもこうした経営である。
（31）　周知のように北海道での農地移動は地価が収益地価水準
　　　からの乖離が小さかったこともあり，かっては自作地売
　　　買（所有権移転）が主体であり，その後貸借も増え，貸
　　　借が主流になった地域も多くなっているが，しかしそれ
　　　でも北海道の貸借はいずれは自作地売買に移行する一時
　　　的な性格が強い（この点については細山［2010］参照。
　　　なお，関連して2010年センサスによって北海道の農業構
　　　造変動の現段階を分析した細山［2012］も参照）。また
　　　青森県等東北の一部では地価が比較的低いこともあり，
　　　自作地売買もある程度行われている（この点については
　　　田代［2011］参照）。
（32）　青柳［2012］によれば，経済発展が著しく，農外就業機
　　　会に恵まれた中国の沿海部の農村では借地（転包）が急
　　　速に拡大する中で，未だ点在的ながら農地流動化による
　　　大規模稲作経営形成の動きが見られるという。また韓国
　　　でも解放後の農地改革を経て小作地率は上昇傾向にあ
　　　り，最近は40％前後にまで上昇しているが，それが必ず
　　　しも日本でみられるような借地型大規模経営の形成に結
　　　びついているわけではないようである（倉持［1994］，
　　　深川［2002］，品川［2010］等参照）。経済発展が進むこ
　　　れらアジアの国々については日本との共通性と異質性の
　　　両面に注意を払いながら今後の動向を注視していきたい。
（33）　是永［1992］
（34）　田代［2006］は，集落営農はグローバル化時代の産物で
　　　あり，地域レベルでのグローバル化への対峙だとしてい
　　　る。なお，集落営農については楠本［2010］も参照。
（35）　田代［2009］は，こうした貸し手側に水管理や畦畔草刈
　　　りを再委託しているような貸借は「半利用権」であると
　　　している。
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